交野市　条例適用不利益処分個票
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担当部署:　健やか部 児童発達支援センター　
	処分の概要
	利用者負担額の徴収

	例規名
根拠条項
	交野市立保健福祉総合センター条例　第7条の2

	例規番号
	平成4年条例第14号

	【根拠条文】
(利用者負担額)
第7条の2　市長は、児童発達支援センター(こどもゆうゆうセンター)において、児童発達支援及び保育所等訪問支援に関する事業を行う際は、利用したものの保護者から当該事業に要した費用として、法第21条の5の3第2項第1号に掲げる額を徴収するものとする。
2　市長は、児童発達支援センター(こどもゆうゆうセンター)において、障害児相談支援に関する事業を行う際は、利用したものの保護者から当該事業に要した費用として、法第24条の26第2項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額に相当する額を徴収するものとする。
3　市長は、児童発達支援センター(こどもゆうゆうセンター)において、障害者総合支援法第5条第18項に規定する計画相談支援に関する事業を行う際は、利用したものの保護者から当該事業に要した費用として、同法第51条の17第2項に規定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額に相当する額を徴収するものとする。

【基準】
根拠条文に同じ。



	備考
	

	

	設定年月日
	平成24年6月30日
	最終変更年月日
	令和4年1月24日
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